
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　実績

平成31年度　実績 令和 2年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　２年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 越貴之

全体計画 経費区分 経常的経費 内線 3781

事務事業名 4340 消防団運営事業

所　　属 450100 消防本部・消防本部・消防署

施　　策 03021300 防災体制の充実

会計 01 一般会計
予算

科目 090102 消防費・消防費・非常備消防費
科目

事業 020000 消防団運営事業

事業目的 事業概要・効果 

消防団の安定した運営と地域に根ざした防災活動を支 地域防災力の向上を目指し、火災予防活動を計画的に

援し、区及び自主防災組織等との連携を図り地域防災 実施し、住民の火災予防思想を高揚する。

体制を強化する 各種事業を通じ消防団の魅力を広め、地域のサポート

の充実等、消防団の活性化を図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　

内

実績 平成28年度　実

部

績

たき火火災（27年

評

度）7件　 たき火火災

価

（H28年度）6件

サ

【

ポート事業所 29事

二

業所 サポート事業所 

次

33事業所

協力事業所

】

 7事業所 協力事業所

1

 8事業所

婚活事業 事

頁

業所訪問

平成29年度

令

　実績 平成30年度　

和

実績

全国女性消防操法

　

大会敢闘賞 たき火火災

２

（H30年度）3件

た

年

き火火災（H29年度

度

）6件 サポート事業所

　

 33事業所

サポート

行

事業所 32事業所 協

政

力事業所 8事業所

協

評

力事業所 7事業所 団

価

員確保

団婚活事業

平成

事

31年度　実績 令和 

業

2年度　予定

団活動服

別

の全部更新 たき火火災

シ

の減

たき火火災の減(

ー

H30年度)6件 サポ

ト

ート事業所、協力事業

実

所の拡充

サポート事業

計

所、協力事業所の拡充

対

団員確保

団員確保

象 評価対象



確保

算　　式 消防団員数 単位 人

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標 881 881 881 881 881
目 標 値

実 績 876 872 867 866

指標選定 消防団の充実強化

の 理 由

最終年度 条例定数の充足

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成31年度 令和 2年度

決　　　算 予　　　算

事業費 39,764 21,321

国庫支出金 378 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 1,105 954

一般財源 38,281 20,367

正規職員 1.0 1.0
人員数

嘱託職員 0

内

.0 1.0
（人）

臨時

部

職員 0.0 0.0

正規

評

職員 7,265.0 7

価

,265.0

人　員 嘱

【

託職員 0.0 2,82

二

9.0

コスト 臨時職員

次

0.0 0.0

計 7,2

】

65.0 10,094

2

.0

市民一人当たりの

頁

経費 0.9 0.6

総額

指

47,029.0 31

 

,415.0

（単位：

標

千円）

平成31年度決

 

算　事業費の内訳

主な

名

節 金額 内容

無火災報償

算

金295、出動報償金

　

5,886ほか470

　

8節  報償費 6,6

式

51

消防団被服及び装

単

備等消耗品費20,9

位

43、燃料費210、

年

光熱水費ほか1,23

　

3
11節 需用費 22

　

,386

13節 委託

度

費 0

15節 工事請負

平

費 0

公務災害補償負担

成

金1,852、消防学

2

校入校負担金34、運

8

営交付金2,544ほ

年

か
19節 負担金補助

度

及び交付金 5,365

平

935

旅費156、交

成

際費22、役務費3,

2

849、使用料及び借

9

上料102、備品購入

年

費1,1
その他 5,3

度

62
34ほか99

平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成31年度 令和 2年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成31年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 空気が乾燥する時期に併せた火災予防の重点広報

算　　式 たき火が原因による火災の減少 単位 件

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標 7 6 5 5 5
目 標 値

実 績 6 6 3 5

指標選定 たき火火災多発時期に地域内重点パトロール・火災予防広報の励行

の 理 由

最終年度 火災発生件数の減少

目標の根拠

指 標 名 消防団サポート及び協力事業の推進

算　　式 消防団サポート事業所・協力事業所数 単位 事業所

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標 35 37 39 41 45
目 標 値

実 績 33 33 33 33

指標選定 地域ぐるみの防災体制の構築

の 理 由

最終年度 団員を取り巻く環境の向上

目標の根拠

指 標 名 消防団員の



委

有 効 性 ・市民生活

託

上の課題解決に貢献し

費

ているか 大変有効

・行

1

政内部の管理上の課題

4

解決に貢献しているか

節

・事業の目的が達成で

 

きるような事業内容に

工

なっているか

災害等発

事

生の未然防止、防除軽

請

減、警戒

評   価

コ

負

メント

・成果を落とさ

費

ずにコストを削減する

1

方法はあるか

効 率 

8

性 ・効率性向上に努め

節

ているか やや向上

・使

 

用料などの受益者負担

負

や補助対象事業の範囲

担

など、財源確保の余地

金

はないか

地域に根ざし

補

た防災機関であり、基

助

本コストは必要だが、

及

機動性等を向上して効

び

率化を図る

国の支援拡

交

充（地方交付税）や助

付

成制度の有効活用
評 

金

  価

コメント

振り返

そ

り（決算年度の取組み

の

課題）

火災防ぎょ、台

他

風、豪雨等による早期

Ｃ

警戒、行方不明の捜索

Ｈ

及び通年の訓練効果も

Ｅ

あり、適切な活動がで

Ｃ

きた

更新時期を迎えた

Ｋ

活動服を、新基準に適

個

合した活動服に更新し

別

、安全向上を図った

 

評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 2

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

無火災報償金310、

令

出動報償金5,500

和

ほか365
7節  報

 

償費 6,175

消防団

2

被服及び装備等消耗品

年

費3,500、燃料費

度

180、光熱水費62

当

2ほか740
10節 

初

需用費 5,042

12

予

節 委託費 0

14節 

算

工事請負費 0

公務災害

　

補償負担金1,852

事

、消防学校入校負担金

業

71、運営交付金2,

費

600ほか
18節 負

の

担金補助及び交付金 5

内

,474
951

旅費4

訳

74、交際費22、役

主

務費3,892、使用

な

料及び借上料150ほ

節

か92
その他 4,63

金

0

ＣＨＥＣＫ

個別評価

額

項目 評価観点 評価内容

内

・市民の生命・財産を

容

守るため市が実施する

7

ことが必要不可欠な事

節

業であるか

・行政内部

 

の管理運営上必要な事

 

業であるか

必 要 性

報

・市が主体となり実施

償

すべき事業か 必要不可

費

欠

・法的な根拠や公的

1

関与の妥当性はあるか

0

・目的は結果（施策の

節

目指す理想）に結びつ

 

いているか

住民の生命

需

、身体及び財産を災害

用

から防除軽減する

消防

費

組織法に基づく市の消

1

防責任
評   価

コメ

2

ント

・事業の成果は上

節

がっているか

・目標に

 

対する達成度は十分か



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

更新時期を迎えた活動服を、新基準に適合した活動服 消防団員確保に向け、魅力ある消防団を目

内

指し研究、

に更新し、

部

団員の安全向上が図ら

評

れ、団員も安心して 検

価

討を進める。サポート

【

事業や、協力事業所の

二

増加を

いる。 図る。

消

次

防団サポート事業と協

】

力事業所表示制度に登

4

録の事

業所が増えるよ

頁

うな取組を期待する。

Ａ

外部評価

次年度以降の

Ｃ

方向性

外部評価コメン

Ｔ

ト

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


